
皆様、本日はお忙しい中ご参加いただき、誠にありがとうございます。CFOの松下
です。

本日は、「2023年3月期第3四半期決算」、「2023年3月期通期業績予想」及び「中
期経営計画における3つの重点戦略の進捗状況」について説明します。

まず、「第3四半期決算」について説明します。4ページをご覧ください。







第3四半期の営業収益は、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中ではありました
が、行動制限の緩和や社会経済活動の正常化が進み、鉄道事業を始めとした各事業に
おける需要の緩やかな持ち直しや、第1四半期に実施した保有物件の第三者への売却
などにより、対前年で385億円増の2,612億円となりました。

営業利益は、営業収益の増加に加え、鉄道事業における固定費削減効果が堅調に発現
したことなどにより、対前年で197億円増の225億円。EBITDAについては、対前年
215億円増加し、442億円となりました。

また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、ハウステンボス株式の売却に伴う特別
利益の増加などにより、対前年で123億円増の215億円となりました。

次に、「2023年3月期通期業績予想」について説明します。8ページをご覧くださ
い。









業績予想の前提となる主な事業の収入の状況について説明します。

新型コロナウイルスの感染者数の動向が各事業の収入に与える影響は徐々に薄らいで
おり、第3四半期においては、感染再拡大の中でも全国旅行支援の実施や水際対策の
緩和等により回復基調を維持しました。

足元の状況に鑑みると、鉄道事業やホテル事業を中心に先行きの不透明感は残るもの
の、需要動向に大きな変調が無いことから、各事業の第4四半期における収益の想定
は、据え置きとしました。

次のページをご覧ください。



今期の通期連結業績予想及び配当予想については、第3四半期決算の結果と先ほどご
説明した収益の想定に基づき、11月1日公表の予想から変更しておりません。

当社としては、引き続き目標としているコスト削減に取り組みつつ、今後の動向を注
視しながら、必要に応じて追加のコスト削減も検討してまいります。

次に、中期経営計画における重点戦略の進捗について説明します。20ページをご覧
ください。























当社は、中期経営計画の期間である2024年度までの3か年を2030年長期ビジョン実
現に向けた「成長軌道への復帰を図る」ステージとし、3つの重点戦略を推進してい
ます。

今期業績予想及び中期経営計画の数値目標達成に向けた、各種施策の具体的な進捗状
況について説明します。

次のページをご覧ください。



はじめに、鉄道事業における事業構造改革について説明します。

新型コロナウイルスによる急激な需要の減退を受け発足したBPRプロジェクトによ
り、コロナ前の鉄道事業費用の約1割にあたる140億円という固定費削減目標を今期
中に達成できる見込みです。

一方で、当社鉄道事業は過去に行った大規模な減損の反動により、当面は減価償却費
が逓増する構造であり、人口減少や少子高齢化など、事業を取り巻く環境もますます
厳しさを増していくものと認識しております。

未来鉄道プロジェクトでは、中長期的な目線で九州のまちづくりを牽引する「未来の
鉄道」をつくることを目的とし、単なる経費節減ではなく、DXや新技術を取り入れ
た新たな収入獲得やコスト削減に繋がる取り組みに向けて検討を行っています。

未来鉄道プロジェクトにおける検討内容は、11月29日に開催した「JR KYUSHU IR 
DAY 2022」で詳細を紹介しておりますので、ホームページをご参照ください。

次のページをご覧ください。



鉄道事業では構造改革と並行して、収益確保のため、需要回復機会の取り込みと新規
需要の創出にも取り組んでいます。

政府による新型コロナウイルスの水際対策緩和を受け、インバウンドプロモーション
を本格的に再開しました。訪日外国人向け乗り放題きっぷであるJR-KYUSHU RAIL 
PASSの12月の販売枚数は、2018年同月比で6割程度となっており、金額ベースでは
価格改定の影響もあり、8割弱まで回復しています。九州の国際線就航数や外国人入
国者数には回復余地が残されており、引き続きインバウンド需要の取り込みを推進し
ていきます。

このほか、鉄道の新たな価値や需要を模索するため、シェアサイクルサービスとの連
携や、新幹線による鮮魚輸送といった新サービスの実証実験にも取り組んでいます。

次のページをご覧ください。



 2022年9月23日に開業した西九州新幹線は、開業から4か月が経過しましたが、お
客さまのご利用は継続的にコロナ前の並行区間の在来線特急の実績を超えており、
九州新幹線をはじめとした他の路線がまだ完全に回復していない状況に鑑みると、
好調さを持続できていると捉えております。

 これ以降も西九州エリアでは、2023年春の佐賀駅高架下リニューアルをはじめ、
2023年秋の新長崎駅ビルや嬉野の旅館の開業、2024年初頭の長崎マリオットホテ
ルの開業が控えており、まちづくりを通して、新幹線開業効果の持続と最大化を目
指していきます。

 次のページをご覧ください。



福岡は、人口・経済の規模や今後の成長性等の観点からも当社グループにとって戦
略上重要なエリアであり、複合体験型アウトドア事業や、有料老人ホームを含めた
複合開発、天神地区の商業施設のPM業務の受託など、幅広い領域でのまちづくりへ
の参画を推進しております。

特に博多地区は、2028年までの博多コネクティッドによる建築条件の緩和や、開業
まで2カ月を切った福岡市地下鉄七隈線の延伸による博多駅のターミナル機能向上
など、まちづくりを推進していく上での好機と捉えております。

先月、不動産事業の収益拡大に加え、博多駅周辺におけるまちづくりへの寄与の一
環として、中期経営計画において未確定としておりました900億円の成長投資の一
部を充当し、博多駅から徒歩５分の場所に位置するオフィスビルを取得しました。

今後も、成長を続ける福岡市及び周辺エリアにおけるまちづくりについて、積極的
に検討を進めてまいります。

次のページをご覧ください。



 当社のまちづくりは、ターミナル駅周辺だけではありません。

 当社はこれまでも地域や他事業者と連携した駅舎の有効活用と賑わい創りに取り組
んできましたが、駅と周辺地域も含めた更なる賑わい創りを目指すため、今年度よ
り、「九州DREAM STATION」と銘打ち、当社の駅や路線を活用し協働で賑わい創
りをして頂ける“にぎわいパートナー”を一般募集しました。

 今年度パートナーが決定した４駅を皮切りに、このような取り組みを通じて、地域
資源の発掘と魅力発信を行い、他事業者と連携したまちづくりを推進していきま
す。

 次のページをご覧ください。



 日田彦山線BRTについては、2023年夏の開業に向け、工事が順調に進捗しており、
3月7日からは環境面にも配慮した電気バスの一般道での走行試験が開始される予定
です。

 生活に密着したエリアを中心に、災害前と比べて３倍程度の駅の設置を予定してお
り、地域の方にとってこれまで以上に利便性の高いモビリティとなることを目指し
てまいります。

 次のページをご覧ください。



令和2年7月豪雨により被災した肥薩線については、国土交通省と熊本県が開催する
検討会議に参画しています。

直近の会議では、復旧費と併せて、将来における地域の全体像という大きな視点から
、交通のあり方、鉄道の持続可能性という具体的な内容まで、それぞれの段階で検討
が必要であることが確認されるとともに、今後具体的な調査・検討事業を実施してい
くこととなりました。

 次のページをご覧ください。



 重点戦略の３つ目である新たな貢献領域での事業展開を目指し、建設セグメントで
はものづくり分野の強化にも取り組んでいます。

 100％子会社であるJR九州エンジニアリングは、主にJR九州の鉄道事業に供する車
両や機械設備の製造・保守・修繕等を行っておりますが、一部の製作物については
、グループ外へも納入しております。

 2023年10月には福岡県内に分散する8箇所の作業場の集約を予定しており、人材・
技術・装置等の経営資源の集中を図り、技術開発力とものづくり施工能力の向上を
目指すとともに、作業用ロボットや各種測定器など鉄道以外の分野からの引き合い
が望める機器づくりを進めてまいります。

 以上で説明を終わります。ご静聴ありがとうございました。




